様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2022年　　1月　　19日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　かぶしきがいしゃやまなみめんげいしゃ
                       　一般事業主の氏名又は名称 　株式会社ヤマナミ麺芸社
（ふりがな）よしいわ　たくや
                  　　　    　 （法人の場合）代表者の氏名　吉岩　拓弥　　印　　　　
住所　　〒870-0918　大分県大分市日吉町４番３号

法人番号　2320001001104　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	デジタルトランスフォーメーション戦略


	公表日
	　　　　2022年　1月　19日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにおける下記URL「デジタルトランスフォーメーション戦略策定」内の「DX推進ビジョン」の箇所
https://yamanami39.com/dx

	記載内容抜粋
	「DX推進ビジョン」抜粋箇所
当社では、変化し続ける市場環境とお客様ニーズに対応していく為の新たな経営戦略の一つとして、
麺産業専門の食品メーカーを目指してこれまでに積み重ねてきたノウハウをDXの推進に活かし、
以下の取り組みによるビジネスプロセスの最適化を図ります。
●CRM・SFA等各システムにBIツールを組み合わせたデータドリブン経営を実現
●デジタイゼーションを推進し生産性を向上させる。
●システムツールやソフト、情報データは一元管理を徹底し煩雑を防止する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年10月 1日開催の当社定時取締役会にて決議された内容にもとづいている。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	デジタルトランスフォーメーション戦略


	公表日
	　　　　2022年　1月　19日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにおける下記URL「デジタルトランスフォーメーション戦略策定」内の、「DX推進シナリオ」「DX推進プロジェクト」の箇所
https://yamanami39.com/dx

	記載内容抜粋
	「DX推進シナリオ」※図の解説
各種システム及びツールの選定を行い、情報の一元管理を基本とし煩雑化を避ける。
社内での活用を無駄なく定着する為、効率化を追求したオペレーションを構築する。
各種システムとBIツールを連携させる事で経験や勘ではない可視化したデータを基にPDCAサイクルを回す。
データドリブン経営が軌道に乗る事でビジネスプロセスの最適化を図りお客様満足度の向上を追求する。

「DX推進プロジェクト」
ヤマナミ麺芸社ではDX推進プロジェクトの為、3つのテーマを掲げ取り組んでまいります。
●新規ビジネスの創出
・通販事業へ進出
●既存ビジネスの深化
・CRM・SFAシステム駆使し顧客満足度の向上と付加価値を創造する
・システムにBIツールを組み合わせたデータドリブン経営の強化
●デジタル情報　活用環境の整備
・社内勉強会によるIT・BIツール活用等のスキル向上
・RPA活用によりルーティンワーク業務の効率化
・書類、契約書関連の電子化・ペーパーレス化
・情報セキュリティ管理

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年10月 1日開催の当社定時取締役会にて決議された内容にもとづいている。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにおける下記URL「デジタルトランスフォーメーション戦略策定」内の「DX推進体制」の箇所

	記載内容抜粋
	当社は2020年10月よりデジタイゼーション推進の為に、システム部門を新設。システム部門ではデジタルツール全般の試験や活用、社内展開等を主に担当し現在ではDX推進強化に重点を置いた取組みをグループ会社の中心となって担う組織体制としております。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにおける下記URL「デジタルトランスフォーメーション戦略策定」内の「DX基本ルール」の箇所
https://yamanami39.com/dx

	記載内容抜粋
	・BIツール（データポータル）を活用したデータドリブン経営の推進
・バックオフィス業務はデジタイゼーションを推進し効率化を図る
・全てのデータは所定の場所に保管する
・iPad等、ITツールは社内共通の道具として活用する




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	デジタルトランスフォーメーション戦略


	公表日
	　　　　2022年　1月　19日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにおける下記URL「デジタルトランスフォーメーション戦略策定」内の「DX推進シナリオ」「DX推進プロジェクト」「DX推進プロジェクト達成状況の指標」の箇所
https://yamanami39.com/dx

	記載内容抜粋
	「DX推進シナリオ」について
現在は図の左側の状況です。
「DX推進プロジェクト」
新規ビジネスの創出・既存ビジネスの深化・デジタル情報環境の整備の3つの経営課題テーマを掲げております。
「DX推進プロジェクト達成状況の指標」
●新規ビジネスの創出
年に一度、お取引様を招き開催する「経営計画発表会」において、
経営計画、財務指標、事業部等の成果状況について開示している。
●既存ビジネスの深化
社内活用システムを連携させ情報の一元管理を推進し
BIツールを組み合わせたデータドリブン経営を実現する。
●デジタル情報活用環境の整備
バックオフィス業務は生産性向上を重点に置き、
人時生産性を昨年より10%増加する。




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2022年　1月　19日

	発信方法
	当社コーポレートサイト内「DXビジョン実現に向けて」にて戦略の推進状況等を実務執行総括責任者である代表取締役　吉岩拓弥がテキストにて発信。
https://yamanami39.com/dxvision

	発信内容
	ヤマナミ麺芸社では加速するデジタル化の環境に対応していく為、システム部門を新設しデジタル化・IT化を推進してまいりました。
主に業務の効率改善を目的としたデジタイゼーションを推進し、RPAやAIOCR、電子契約書などあらゆるデジタル技術を活用して効率改善を行いました。
今後の展望としましてはDX推進を更に強化し掲げたビジョンの実現に向けて取り組んでまいります。
CRMやSFA、AIカメラ等の技術を活用しBIツールを組み合わせ、可視化した情報（データ）を基にお客様満足度向上を目的とした施策をスピーディーかつ数多く実行できるビジネスプロセスを構築し、目まぐるしく変化し続ける市場環境とお客様ニーズに素早く対応していけるデータドリブン経営を実現してまいります。

株式会社ヤマナミ麺芸社
代表取締役　吉岩拓弥



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2021年 10月

	実施内容
	経済産業省「DX推進指標」による自己分析を行い、IPA自己診断結果に登録済み。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2019年　7月14日

	実施内容
	当社は2019年7月にSECURITY ACTION制度に基づき二つ星の自己宣言を実施しております。
https://yamanami39.com/security-action



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

